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60歳を迎えるわけです。

―― それが日本経済に与える影響は。

樋口 まず労働力人口の減少ですが、

日本の50代後半から60代は就業意欲

が強く、現に労働力率も高く、50代後半

の男性は93.5％が働いています。それで

も、60歳代を迎えれば20％以上減少する

と予測され、それが最大110万人の労働

力を減少させる圧力になるものと考えら

れます。また、60代前半でも労働力率が

比較的高いとはいえ、就労形態としては

正社員で働き続ける人はそう多くなくな

り、嘱託といった短時間勤務が増えます

から、時間ベースで考えれば、人数ベー

スでとらえる以上に大きな影響をもたら

す可能性があるということになります。

―― 深刻な人手不足が生じるという

ことでしょうか。

樋口 労働力人口減少が即人手不足

本の団塊の世代をどう訳すか悩んでいま

した。単なる「ベビーブーマー」とは違う。

より一塊になったニュアンスをいかなる言

葉なら表現できるか、というわけです。第

二次世界大戦後、他の国でもベビーブー

ムが起きました。例えばアメリカでは、

1960年代半ばまで出生率の高い時期が

続いていますが、日本の場合、1947

年から1949年という極めて短い期

間に集中しているのが特徴で

す。わずか3年間に生まれた人

口が691万人、家族従業者を含

む就業者数では539万人と他の

世代に比べて2～5割も多く、日本

の全人口の5.4％、就業者ベースで

は8.6％を占めています。その巨大

な人口の塊が2年後の2007

年から多くの企業で

定年年齢とされる

団塊の世代の定年の影響

―― 諸外国のベビーブーマーに比べ

て、日本の団塊の世代にはどのような特

徴があるのでしょうか。

樋口 先日、ある英字新聞の記者が、日

国、地方、民間は団塊世代の
定年にいかに備えるべきか
近い将来、団塊の世代が一斉に定年年齢を迎える。それが日本経済にどのような影響を及ぼすのか。
またそれに対して国、自治体、民間企業はいかに対処していくべきか。
財務省財務総合政策研究所「団塊世代の退職と日本経済に関する研究会」で座長を務められた、
慶應義塾大学商学部教授・樋口美雄氏にうかがった。

団塊の世代が一斉に定年退職を迎えることにより予想される「2007年問題」は、今後の高齢社会の試金石。
高齢者活用の好事例を広め、働き方の多様化を前提とした機能的な労働市場をつくっていくことが重要である。
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というわけではありません。仮に労働需

要が現在と同じ水準で推移すれば、供

給が絞られる分、労働市場はタイトになり

ますが、将来の労働需要は政府の雇用

政策や企業の採用意欲、国際競争力な

どで異なってきます。例えば日本企業が

海外への移転をさらに進め、国内がいっ

そう空洞化する可能性もあるわけです。

ただ、もろもろの要因はあるものの、総合

的に考えれば、人手不足の基調になって

いくことはまず間違いないでしょう。

―― 労働力の減少が潜在ＧＤＰを押

し下げる時代が到来するということなの

でしょうか。

樋口 それを避けるためには、110万人

分の労働力の減少以上に生産性を上

昇させることを考えなければなりません。

イノベーションにかかっているわけです

が、単に技術革新だけではなく、社会的

な意味としては、労働力が余剰している

分野から足りない分野へ労働力のシフ

トを進めることによって経済全体の活性

化を図ることなども重要です。

―― その他、マクロ経済への影響とし

て想定できることは。

樋口 家計貯蓄が減少することが日本

経済に大きなインパクトをもたらす可能性

があります。経済学では「ライフサイクル

モデル」と言いますが、一人の人間の行

動を考えると、現役時代に貯蓄して、引

退すればそれを取り崩して生活費に充

てるパターンをとりますから、引退する人

が増えれば当然貯蓄率は下がることに

なります。これまで日本は高貯蓄の国と

されていました。倹約家が多いといった

国民性も影響しているのでしょうが、や

はり若い世代が多いという人口構成が

大きかった。国内が貯蓄余剰だったから

こそ海外にもどんどん直接投資ができま

したが、少子高齢化に伴って国内の貯

蓄が減少していけば、やがて企業も政府

も国内で資金調達することが困難にな

り、海外からの投資に頼る時代になるか

もしれません。少なくとも長期的に金利

の上昇を通じてマクロ経済にインパクト

をもたらす可能性は十分あります。その

ほか、言うまでもなく高齢化の進展によっ

て年金など社会保障給付が増える一

方、税収が減ることで財政面にマイナス

の影響が現れてくるでしょう。

―― プラスの影響として想定できるこ

とは。

樋口 企業経営の立場からすれば、現

在の過剰雇用感の主な要因となってい

るのが団塊の世代です。特に大企業に

は、生産性に対する給与の割高感のあ

るこの世代が大量に退職すれば、社会

保障分も含めた給与総額を抑制するこ

とができ、企業としての競争力を向上さ

せられるとの見方がかなり根強くあるよ

うです。

―― 莫大な退職給付も発生するので

は。

樋口 一時退職金や企業年金につい

ては、その分外部に積んで準備ができ

ていれば特に問題ないはずですが、そ

の準備ができていない企業がかなりあ

るようです。試算によると、相殺される結

果、退職給付より給与削減の効果の方

が強く働くのではないかと思われます。

―― 消費の面では団塊の世代の退職

金が需要を拡大するのでは。

樋口 一時退職金を耐久財などの支出

に回すという現象が起きるでしょう。また、

企業を完全に引退したり、部分引退、つ

まり短時間で働く人が増えたりすれば、

時間を費やすタイプのアクティビティ、旅

行や趣味などの分野で消費が拡大して

いくものと思われます。

「時間当たり生産性」を考える

―― 技能や技術の伝承に関する

「2007年問題」についてはどのようにお

考えですか。

樋口 団塊の世代は、技術革新をリー

ドし、困難を乗り越えて、日本経済を牽

引してきた人たちです。例えば製造工程

のロボット化にしても、団塊の世代が入

社したときはほとんど進んでいませんで

した。その人たちの技能や知識を活か

して、ロボット化を可能にしてきた団塊の

世代が抜けることは重大な問題です。私

は紡績工場について調査したことがあ

りますが、機械メーカーとタイアップして

機械化に取り組んだ当初は、技能のあ

る紡績工場の方がリードしていました

が、それが続くうち、やがて技能がシフト

して、紡績工場に後継者がいなくなり、

機械が故障すると単独では対応できな

くなり、機械メーカーにその都度、応援を

頼むという現象が起きています。まさに

紡績業における技術の空洞化が進んで

いったわけです。団塊の世代が一斉に

退職すれば、そのようなことが大規模な

かたちで発生する可能性があるというこ

とです。

―― 不況期に採用を手控えたため世

代の断絶のある企業では、技能などの伝

承が難しいという問題があるようです。

樋口 多くの日本企業は、既存の従業

員の雇用を保障するため、雇用調整を

するときは、採用を控えたり増やしたりす

ることで行ってきたため、労働需給のア

ンバランスが年齢構成に凝縮して現れ

る面がありますが、団塊の世代が入社し

た後、ドルショックや石油ショックで採用が
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控えられる時期があったため、極端に歪

んだ年齢構成の企業が少なくありませ

ん。

―― 団塊の世代の雇用が維持されて

いる間に、うまく知の伝承を進めなけれ

ばならないということですね。

樋口 職人芸や暗黙知のような部分、

マニュアルだけでは伝えられないものが

日本企業の強さをかたちづくっており、

それが失われないようにすることは重要

です。その際、ＯＪＴのかたちで実際に

経験し、血肉化した知識を伝えるという

視点も大切ですが、そこに理論的な知

識を、座学でも伝え、技能継承の効率化

を図るべきでしょう。

―― その他、2007年に向けて企業は

どのようなことに取り組んでいくべきなの

でしょうか。

樋口 日本の大企業は給与体系も働き

方も硬直的です。これは全力投球で仕

事に打ち込み、生涯を捧げられる人材だ

けを対象に、「保障と拘束」の関係をベー

スにした人事管理をしてきたためです。

今後とも企業内に長期勤続の人材は必

要ですが、60歳を超えれば、今までと同

じように働きたいという人ばかりではな

いはずで、多様な価値観を前提とした働

き方を確保することが求められますか

ら、高齢者の活用を図るためには、そこ

を見直さなければなりません。

―― 働き方の多様化に対して使用者

側には生産性の低下を危惧する見方も

あるのでは。

樋口 経営側には、わがままを聞いてい

たら企業経営が成り立たない、という意

識があるかもしれませんが、発想の転換

が必要です。今までは生産性というと、

「一人当たり生産性」でとらえられました。

その考え方に立てば、一人の労働者に

できるだけ長い時間働かせた方が生産

性を上げられることになります。そうでは

なく、「時間当たり生産性」、つまり1時間

当たりの生産効率をどのようにして上げ

るかが重要になる。そして時間単位を

重視した雇用管理による就業形態の多

様化型のワークシェアリングを実現する

ことです。ワークシェアリングと言っても、

過剰雇用が発生した際の緊急避難的

な対策ではなく、短時間でも個々人が最

大限の能力を発揮できるシステムです。

そのためには、「パートタイマーや短時間

労働者には簡単な仕事しか任せられな

い」とか、「責任あるポストには就けられ

ない」、という旧来的な発想から脱する

べきです。

―― プロジェクトごとに専門家を結集

するようなかたちでしょうか。

樋口 とはいえ、即戦力だけで固めよう

とせず、若いときから人材をじっくり育成

するという観点も大切であり、その最適

な組み合わせを求めるのが重要な経営

課題になります。経済が未発達な段階

なら高い給料を出せば人が集まったか

もしれないが、今後は、そこで自分のど

れだけ能力を高められるかが、働く場と

しての大きな魅力となっていくでしょう。

経営者側は、社員のキャリアを大切にす

る雇用管理をして、人員削減をせざる

を得ないときには再就職支援を責任を

持ってしっかりと行うことです。将来の労

働力不足の時代には、そのような取り組

みに欠ける企業は労働者にとって魅力

のない職場と見なされ、よい人材が集ま

らず、長期的には競争力を低落させる

でしょう。

―― 労働者の側はどうすべきでしょう

か。

樋口 技術革新が激しくなり、社会制度

が変革する中、知識や技能の陳腐化が

激しくなっていますから、過去の栄光に

しがみつくだけでは、活躍の場を見いだ

すのは難しくなっていきます。実績に自

信を持つことはよいことですが、同時に

それをベースに新しいものを追加してい

く。いくつになっても、常に好奇心を持っ

て新しいことを吸収する姿勢が大切で

す。特に団塊の世代について言えば、高

度成長期末期に採用されたため、技能

形成が企業規模拡大を前提としたゼネ

ラリスト的色彩が強く、一般事務職が多

い傾向があります。研修やＯＪＴにより会

社から知識を与えられ、仕事を与えられ

てきた。ずっと受け身でやってきて、60歳

となり、いざ再就職となったとき、改めて

「あなたには何ができるか」と問われて、

窮することが多いようです。それでも過

去に、どういうプロジェクトに参加し、どの

ような実績を上げてきたのか整理し直し

てみれば、何か余人をもって代え難いも

のが見付かるはずで、いわゆる「キャリア

の棚卸し」が必要です。そしてそれを

ベースに新しいものを吸収していく姿勢

が大切です。

ただ現実問題として、高齢者の雇用

の確保の手法として転職がセカンドベス

トであることは事実です。再雇用でも雇

用延長でも、それまで働いてきた企業で

引き続き技能を生かせるかたちがベスト

であり、昨年の改正高年齢者雇用安定

法※で、65歳まで雇用保障するという発

想が出てきたことは当然だと言えます。

国と自治体の役割

―― 今回の高齢者雇用安定法改正

をどのように評価されますか。

樋口 法改正の際、政府には三つの選
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※ 改正高年齢者雇用安定法：「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の一部を改正する法律」。平成１６年６
月５日成立、平成１６年１２月１日施行（高年齢者の安定した雇用の確保等を図るための措置については平成１８年
４月１日から施行）。急速な高齢化の進行等に対して高年齢者の安定した雇用の確保等を図るため、事業主は定
年の引上げ、継続雇用制度の導入、定年の廃止、のいずれかの措置を義務付けられた。



択肢がありました。定年年齢の引き上

げ、年齢差別禁止による定年制度の廃

止、再雇用を含めた雇用保障の三つで

す。結局、いずれを強制することもなく、

三つのうち、どれを選ぶかは各企業に任

せるスタイルをとったのは現状に照らし

て妥当な結論だと思います。長期的に

は年齢差別禁止を目指すとしても、そこ

に到達するまでには踏むべき手順があ

りますから。

―― アメリカのような年齢差別禁止に

も弊害はあるようですね。

樋口 定年制には二つの意味がありま

す。一つは、その年齢に達したら、意欲

と能力にかかわりなく辞めなければなら

ないという排出効果です。もう一つは、定

年までは雇用を保障するという効果で

す。定年制が廃止されれば、長く働ける

人が出てくる一方、定年年齢前に若くし

て職を失う人たちも出ることになります。

そして現状の日本の雇用管理や給与体

系を前提とすれば、後者が大量に出る

ことが危惧されます。つまり、年齢差別

禁止は解雇権濫用法理とセットで考える

べきテーマだということです。解雇権を

厳しく制約しつつ、定年制はないとなれ

ば、使用者にすれば、「死ぬまで雇い続

けなければならないのか」ということにな

る。労働者からすれば、処遇や採用、解

雇で年齢に代わる客観的な基準がない

ようでは困ります。日本企業は、業績給

と言いながら、きちんと査定していないと

ころが少なくない。何らの証明なしに勝

手な査定をされては労働者としてはたま

りません。いくつかの前提条件がそろわ

ないまま年齢差別禁止、定年制廃止に

突き進めば、混乱を生じさせることにな

るでしょう。

―― 国はどのようなスタンスで高齢者

の雇用確保をサポートしていくべきなの

でしょうか。

樋口 高齢化社会においては高齢者を

雇用するための公的助成制度を厚くす

るような手法では永続化しません。コスト

ばかりかかることを企業に押し付けても、

たとえそれがどんなに素晴らしい理念に

基づく施策でも実効性は上がらないで

しょう。行政手法に助成金、補助金によ

る誘導というものがありますが、むしろ企

業にはノウハウが重要です。企業の中に

は高齢者をうまく活用しているところもた

くさんあります。政府の役割として求めら

れるのはそのような好事例を広めること

です。政府がおかしなかたちで介入しよ

うとしたり、無理なことを民間に強制した

り、あるいは自らプレーヤーになろうとす

れば方向を誤ることになるでしょう。

政府に求められるもう一つの役割は、

自由競争のメリットを引き出す社会的イ

ンフラの整備です。日本は内部労働市

場中心で、雇用保障まで組織内部で処

理しようとしてきましたが、それが限界に

達したとすれば、仕事を失っても次の仕

事にスムーズに移ることができる外部労

働市場が用意されなければなりません。

これまで「労働市場」という言葉は法律

の条文にはほとんど出てきませんでした

が、いかにすれば人権を守りながら、機

能的な労働市場をつくれるか、そのルー

ルづくりが今後、政策テーマとして重要

になっていくと思われます。

―― 自治体が果たすべき役割は。

樋口 職業経験の豊かな団塊の世代

が戻ってくるとき、自治体には、その活躍

の場をいかに用意するか、という視点が

求められます。世界に冠たる日本企業

で活躍していた人材をＮＰＯやまちおこ

しなどで活かさない手はありません。

―― 地方自治体が担ってきた仕事を

委託するかたちで高齢者の仕事の場を

つくり、それによって行政のスリム化を進

めるという取り組みが出てきています。

樋口 先程言及した「時間当たりの生

産性」という発想を公的部門も取り入れ

るべきだということでしょう。そこを見直

さなければ、もはや財政がもちません。今

後の人材資源の活用の望ましい手法は

個々の能力や仕事の内容に応じて賃金

を決めるというかたちです。年齢管理を

雇用管理の軸にした労務管理は、若い

労働者が多い時代につくられた制度で

す。労働力人口が減少する時代に入ろ

うとしている今、個人も、企業も、行政も

これまでのやり方を抜本的に見直さなけ

ればなりません。その意味において、

2007年問題は高齢化社会への試金石

であるとも言えるのです。
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